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はじめに 

 

〇 まち・ひと・しごと創生法（平成 26 年法律第 136 号）を踏まえた国の長期ビジョンお

よび総合戦略の策定から約５年が経過し、昨年 12 月 20 日に、2014（平成 26）年以降の

状況変化等を反映した長期ビジョンの改訂および第２期の総合戦略が閣議決定された。  

  

〇 地方公共団体においても、中長期的には人口の自然増が重要であるという観点を重視

しつつ、最新の数値や状況変化等を踏まえた地方人口ビジョンの改訂および第２期地方

版総合戦略の策定に努めることとされており、引き続き、人口の現状分析と将来展望を

行うことが求められている。 

  

〇 こうしたことを踏まえ、本市では今年度、「秋田市人口ビジョン」の改訂および「第

２期秋田市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の策定について、「第３期・県都『あき

た』成長プラン」の策定と一体的に実施することとしており、その前提となる人口動向

分析等を行った。 

 

〇 具体的には、本市の過去から現在に至る人口の推移を把握し、その背景を分析するこ

とにより、今後講じていくべき施策の検討材料を得ることを目的として、時系列による

人口動向や年齢階級別の人口移動を分析した。 

 

〇 なお、この分析等に当たっては、現行の秋田市人口ビジョンと同様に、国の提示する

「地方人口ビジョンの策定のための手引き」に記載された人口動向分析・将来人口推計

についての基礎データ、分析項目、分析方法等を用いている。 
 

（参考）地方人口ビジョンの全体構成 

  
この資料は、「1.人口の現状分析」の結果の概要を示したものである。 

目指すべき将来人口等を提示する「2.人口の将来展望」については、秋田市総合計画・地方創生懇話会等で検討し、令

和３年３月に決定する。 
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１ 時系列による人口動向分析 

人口の推移を把握し、自然増減（出生と死亡の差により生じる増減）の要因と社会増減

（転入と転出の差により生じる増減）の要因に分解して、それぞれがどのように影響し

てきたか等を分析した。 

  

 (1) 総人口の推移 

本市の人口は、戦後、周辺町村との合併を経て急増し、高度経済成長期以降も一貫し

て増加を続けたが、2003（平成 15）年には減少に転じた。 

2005（平成 17）年には河辺町・雄和町と合併して 33 万人に達したが、その後も減少

が続き、現在は約 30 万５千人となっており、国立社会保障・人口問題研究所（以下「社

人研」という。）によると、2045(令和 27)年には、22 万６千人（2015（平成 27）から

約 28％減少）になると推計されている。 

 

 

図表１ 総人口の推移 

 
※秋田市情報統計課による推計人口、社人研「日本の地域別将来推計人口」 
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 (2) 出生・死亡数、転入・転出数の推移 

「自然動態」については、出生率低下等の影響で、1970 年代以降一貫して出生数が

減り続けたが、2004（平成 16）年までは平均余命の延びを背景に死亡数がそれほど増

えず、「自然増」であった。しかし、2005（平成 17）年以降は、死亡数が出生数を上

回る「自然減」となっており、年々その傾向が強まっている。 

 

「社会動態」については、1980 年代後半のいわゆるバブル経済期などを除き、転入

超過（社会増）の傾向が続いてきたが、2002（平成 14）年以降は、東日本大震災後の

一時的な転入超過を除き、転出超過（社会減）の傾向が続いている。 

 

 

図表２ 出生・死亡数、転入・転出数の推移 

 
※出生数、死亡数、転入数、転出数は、秋田市市民課の資料に基づき、情報統計課が集計 
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(3) 総人口の推移に与えてきた自然増減と社会増減の影響 

1980 年代後半のいわゆるバブル経済期などの一時的な社会減を除くと、1960 年代か

ら1990年代まではほぼ一貫して自然増と社会増の傾向にあり、人口が増加していたが、

2005（平成 17）年から自然減に転じて以降、人口減少局面が続いている。 

 

 

図表３ 総人口の推移に与えてきた自然増減と社会増減の影響 

 
※上図の位置関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

   
 
  Ⅰ：自然動態＋（プラス）かつ社会動態＋（プラス）のエリア 

  Ⅱ：自然動態＋（プラス）かつ社会動態－（マイナス）のエリア 

  Ⅲ：自然動態－（マイナス）かつ社会動態－（マイナス）のエリア 

  Ⅳ：自然動態－（マイナス）かつ社会動態＋（プラス）のエリア 
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(4) 合計特殊出生率および未婚率の推移 

１人の女性が一生に産む子どもの人数とされる「合計特殊出生率」の推移を見る

と、1987（昭和 62）年以降、本市は一貫して県・全国平均を下回っており、2003（平

成 15）年に 1.13 まで低下した後、上昇傾向となったものの、2018（平成 30）年は

1.31 でとどまっている。なお、本市と県・全国平均との差は、近年縮小傾向にある。 

 

   20 代後半から 30 代の未婚率は男女共に上昇傾向が続いており、全国的な傾向と同

様に、本市においても未婚化・晩婚化が急速に進行している。 

 

図表４ 合計特殊出生率の推移 

 
※厚生労働省「人口動態統計」および秋田市保健総務課「秋田市の人口動態」より作成 

 
図表５ 未婚率の推移 

 
※国勢調査より作成 
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(5) 地域ブロック別の人口移動の状況 

地域ブロック別に近年の人口移動の状況を見ると、秋田県内からの転入と東京圏へ

の転出が相当部分を占めていることがわかる。 

2019（令和元）年は、秋田県内からの転入超過数が増加し、東京圏への転出超過数が

減少したほか、宮城を中心とした東北への転出超過数が大きく減少するなど、近年とは

異なる傾向が見られた。 

全国的には、東京圏への転入超過が拡大傾向にある中で、本市においては東京圏等へ

の転出超過にいったん歯止めがかかった形となったが、依然として転出超過が続いて

いる。 

 

 

図表６ 地域ブロック別の人口移動の状況 

 

※秋田市情報統計課「統計から見た秋田市」より作成 

※2019 年は秋田市情報統計課の資料に基づき、秋田市人口減少・移住定住対策課が集計したもの 

※地域ブロックの区分   その他：国外、従前の住所なし 
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 (6) 年齢階級別の人口移動分析 

年齢階級別に近年の人口移動の状況を見ると、転出超過数に占める「15～19 歳」お

よび「20～24 歳」の割合が高く、「(5) 地域ブロック別の人口移動の状況（図表６）」

の結果（転出超過の大部分を東京圏への転出が占めていること）を合わせてみると、

高校、大学等を卒業後、東京圏に進学・就職する者が多いことが示唆される。 

「30～34 歳」から「45～49 歳」までの年代については、30 代が 2016（平成 28）年

に転出超過に転じたほか 40 代の転出超過数が増加の傾向を示すなど、この世代の転

出超過数は近年拡大傾向にあったが、2019（令和元）年は、30 代が転入超過に反転す

るとともに 40 代の転出超過数は大幅に減少した。また、「０～４歳」の転入超過数の

大幅な増加や「25～29 歳」女性の顕著な転出超過の改善も見られた。 

このように、本市移住促進施策のターゲットである「子ども・子育て世代」を中心

に社会動態に改善が見られた。  

 

 

図表７ 年齢階級別の人口移動の状況 

 

 

※秋田市情報統計課「統計から見た秋田市」より作成 

※2019 年は秋田市情報統計課の資料に基づき、秋田市人口減少・移住定住対策課が集計したもの 
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２ 将来推計人口 

社人研の「日本の地域別将来推計人口（平成 30 年３月推計）」等を活用して将来人口

推計を行い、将来の人口に及ぼす出生や移動の影響等について分析した。 

 

 (1) 社人研推計の比較 

社人研の「日本の地域別将来推計人口（平成 25 年３月推計）」による 2040（令和 22）

年の総人口は、235,500 人と推計された。 

しかし、直近の「日本の地域別将来推計人口（平成 30 年３月推計）」による 2040（令

和 22）年の総人口は、244,726 人となっており、前回推計より 9,226 人上回る緩やか

な減少にとどまると推計された。 

なお、2045（令和 27）年の総人口は、225,923 人と推計された。 

 

 

図表８ 社人研推計の比較 
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(2) 人口減少段階の分析 

社人研推計を活用して、2015（平成 27）年の人口を 100 とし、各年の年齢３区分別

人口を指数化し、人口減少段階を分析した。 

人口の減少は、「第１段階：老年人口の増加（総人口の減少）」「第２段階：老年人

口の維持・微減」「第３段階：老年人口の減少」の３つの段階を経て進行するとされて

いる。 

本市においては、現時点では第１段階であるが、2030（令和 12）年頃に第２段階へ

入ると推測される。 

 

 

図表９ 人口の減少段階 
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３ 将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度の分析 

人口の変動は、死亡を別にすると、出生と移動によって規定されるが、その影響度は地

方公共団体によって異なる。例えば、すでに高齢化が著しい地方公共団体では、出生率が

上昇しても出生数に大きな影響は想定されず、また、若年者が多く出生率が低い地方公

共団体では、出生率の上昇は大きな影響をもたらすことが想定される。 

このため、本市における施策の検討の参考となるよう、将来人口に及ぼす自然増減と

社会増減の影響度を分析する。 

 

(1) 自然増減、社会増減の影響度の分析 

ア 本市の人口動態について、出生・死亡による「自然増減」と、転入・転出による 

「社会増減」のどちらが大きく影響しているか、社人研推計を使用し、次の条件でシ

ミュレーションする。 

 シミュレーション１：仮に、合計特殊出生率が上昇して2030（令和12）年に人口

置換水準に達した場合の人口 

→社人研推計と比較することで将来に及ぼす出生の（自然 

増減）の影響度を分析するためのシミュレーション 

シミュレーション２：仮に、合計特殊出生率が上昇して2030（令和12）年に人口

置換水準に達し、かつ社会増減が±０となった場合の人口 

→シミュレーション１と比較することで将来に及ぼす移動 

の（社会増減）の影響度を分析するためのシミュレーション 

   ※人口置換水準：人口が増加も減少もしない均衡した状態となる合計特殊出生率のこと 

 

ｱ） 社人研推計とシミュレーション１を比較することで、将来人口に及ぼす出生（自 

然増減）の影響度を分析することができる。 

シミュレーション１は、人口移動に関する仮定を社人研推計と同じとして、出生 

に関する仮定のみを変えているものであり、シミュレーション１による 2045（令和

27）年の総人口を、社人研推計による 2045（令和 27）年の総人口で除して得られ

る数値は、仮に出生率が人口置換水準まで上昇した場合に 30 年後の人口がどの程

度増加したものになるかを表しており、その値が大きいほど出生の影響度が大きい

（現在の出生率が低い）ことを意味する。 

 

ｲ） 次に、シミュレーション１とシミュレーション２を比較することで、将来人口 

に及ぼす移動（社会増減）の影響度を分析することができる。 

シミュレーション２は、出生の仮定をシミュレーション１と同じとして、人口 

移動に関する仮定のみを変えているものであり、シミュレーション２による 2045

（令和 27）年の総人口をシミュレーション１による 2045（令和 27）年の総人口で

除して得られる数値は、仮に人口移動が均衡（移動が無い場合と同じ）となった場

合に 30 年後の人口がどの程度増加（又は減少）したものになるかを表しており、

その値が大きいほど、人口移動の影響度が大きい（現在の転出超過が大きい）こと

を意味する。 
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「自然増減の影響度」 

（シミュレーション１の2045（令和27）年の総人口／社人研推計の2045（令和27）

年の総人口）の数値に応じて影響度を１～５で算出。 

 数値が大きいほど影響度が大きい。 

 

 100％未満＝「影響度１」、100～105％＝「影響度２」、 

 105～110％＝「影響度３」、110～115％＝「影響度４」、 

 115％以上＝「影響度５」 

 

 

「社会増減の影響度」 

 （シミュレーション２の2045（令和27）年の総人口／シミュレーション１の2045 

（令和27）年の総人口）の数値に応じて、影響度を１～５で算出。数値が大きいほど 

影響度が大きい。 

 

 100％未満＝「影響度１」、100～110％＝「影響度２」、 

 110～120％＝「影響度３」、120～130％＝「影響度４」、 

 130％以上「影響度５」 

 

（出典）「地域人口減少白書（2014年－2018年）」 

    （一般社団法人 北海道総合研究調査会、平成26(2014)年、生産性出版） 
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イ この結果、本市は、自然増減の影響度が「４（影響度 110～115％）」、社会増 

減の影響度が「２（影響度 100～110％）」となった。 

自然増減の影響度は、現行の秋田市人口ビジョン策定時の「３（影響度 105～

110％）」から一段階上がっており、自然増減の本市人口への影響が高まっているこ

とがわかる。 

このため、出生率の上昇につながる施策により力を入れることが、人口減少の度合

いを抑えること、さらには歯止めをかける上で効果的であると考えられる。 

 

図表 10 自然増減・社会増減の影響度 

       
 

（参考）現行の秋田市人口ビジョン（平成 28 年３月）策定時 

       

 

(2) 人口構造の分析 

年齢３区分ごとに見ると、社人研推計と比較して、シミュレーション１においては

「０～14 歳人口」の減少率は小さくなり、シミュレーション２においては、増加に転

じることがわかる。 

一方、「15～64 歳人口」と「65 歳以上人口」は、社人研推計とシミュレーション１、

２との間でそれほど大きな差は見られない。 

  

図表 11 推計結果ごとの人口増減率 

    
          ※「自然増減、社会増減の影響度の分析」のためのシミュレーション結果である。 

分類 計算方法 影響度

自然増減の
影響度

シミュレーション１の2045年推計人口＝248,664（人）
社人研推計の2045年推計人口　  　 ＝225,923（人）
　　　　　　　　　　→　248,664（人）／225,923（人）＝110.1％

4

社会増減の
影響度

シミュレーション２の2045年推計人口＝265,967（人）
シミュレーション１の2045年推計人口＝248,664（人）
　　　　　　　　　　→　265,967（人）／248,664（人）＝107.0％

2

分類 計算方法 影響度

自然増減の
影響度

シミュレーション１の2040年推計人口＝257,933（人）
社人研推計の2040年推計人口　  　 ＝235,500（人）
　　　　　　　　　　→　257,933（人）／235,500（人）＝109.5％

3

社会増減の
影響度

シミュレーション２の2040年推計人口＝279,144（人）
シミュレーション１の2040年推計人口＝257,933（人）
　　　　　　　　　　→　279,144（人）／257,933（人）＝108.2％

2

単位：人

総人口
0～14歳
人口

15～64歳
人口

65歳以上
人口

うち0～4歳
人口

2015年 315,814 35,098 10,549 190,118 90,598

225,923 17,796 5,301 102,371 105,756

シミュレーション１ 248,664 31,483 9,991 111,425 105,756

シミュレーション２ 265,967 38,690 12,677 129,734 97,543

総人口
0～14歳
人口

15～64歳
人口

65歳以上
人口

うち0～4歳
人口

-28.5% -49.3% -49.8% -46.2% 16.7%

シミュレーション１ -21.3% -10.3% -5.3% -41.4% 16.7%

シミュレーション２ -15.8% 10.2% 20.2% -31.8% 7.7%

現状値

2045年
社人研推計

2015年
→2045年
増減率

社人研推計


